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【表紙】
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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。  

３．第22期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は

存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

また、第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在していないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第22期 

第１四半期 
累計(会計)期間

第23期 
第１四半期 

累計(会計)期間
第22期 

会計期間 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成22年 
９月30日 

売上高（千円）  1,093,657  1,096,121  4,290,183

経常利益（千円）  49,012  25,174  256,204

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 △18,415  31,931  219,689

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 ―  ―  ―

資本金（千円）  863,500  863,500  863,500

発行済株式総数（株）  56,628  56,628  56,628

純資産額（千円）  1,185,541  1,455,577  1,423,646

総資産額（千円）  2,215,701  2,332,018  2,268,404

１株当たり純資産額（円）  20,935.61  25,704.21  25,140.32

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

（△）金額（円） 

 △325.20  563.89  3,879.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 ―  562.76  ―

１株当たり配当額（円）  ―  ―  ―

自己資本比率（％）  53.5  62.4  62.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 53,719  100,144  202,108

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △103,937  △1,837  △11,328

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △25,008  △16,668  △91,612

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 1,034,676  1,290,710  1,209,071

従業員数（人）  880  751  756
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 当第１四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

   す。 

(1) 生産実績 

 当社が行うエンジニアアウトソーシング事業は、提供するサービスの性格上、生産実績に馴染まないため、当該

記載を省略しております。 

(2) 受注実績 

 当社が行うエンジニアアウトソーシング事業は、受注時の業務量がその後の顧客の要望に合わせて変更すること

が多く受注状況を正確に把握することが困難であるため、当該記載を省略しております。 

(3) 販売実績 

 当第１四半期会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

  当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 751 (1) 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 販売高(千円) 対前年同期比(％) 

エンジニアアウトソーシング事業  939,060  △1.9

Ｎ＆Ｓソリューション事業  110,442  △2.9

ビジネスソリューション事業  46,618  103.9

合計  1,096,121  0.2

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1)業績の状況  

 当第１四半期会計期間における我が国経済は、経済政策の効果、企業収益の改善といった明るい材料があったもの

の、景気の足踏み、雇用・所得環境の低迷、さらなる円高懸念等の先行き不透明要因があり、依然厳しい状況が続き

ました。 

当社の顧客企業が属する自動車・電気機器・半導体等の製造業界におきましては、在庫の調整等により生産回復の

兆しが見受けられましたが、景気の先行きが不透明な状況のため一部研究開発費の削減や採用の抑制が続いておりま

す。 

当社の営む人材アウトソーシング事業におきましては、景気の後退に伴い顧客企業との派遣契約更新の打ち切り、

派遣料金の引下げ、稼働時間の短縮等、依然厳しい外部環境となっております。 

  このような状況の中、当社におきましては、引き続き人材の育成に注力し、付加価値の高い人材サービスの提供を

することで顧客企業のニーズに対応すると共に、営業力の強化を重点課題に掲げ、サービスの充実および派遣率の向

上に努めてまいりました。 

 売上高につきましては、受注環境が緩やかに回復し稼働率が徐々に改善し計画通りの推移となりました。 

 営業利益、経常利益につきましては、昨年度から引き続き費用の抑制を行っておりますが、想定以上の効果を得る

ことが出来ず減益となりました。 

 四半期純利益につきましては、前期において計上致しました事業構造改善費用等におきまして、一部戻入益が発生

したことから増益となりました。 

 以上の結果、当第１四半期会計期間の経営成績は、売上高1,096百万円(前年同期比0.2%増）、営業利益25百万円

(前年同期比49.0%減)、経常利益25百万円(前年同期比48.6%減)、四半期純利益31百万円(前年同期は四半期純損失18

百万円)となりました。 

 セグメントごとの業績の状況を示すと次のとおりであります。 

①エンジニアアウトソーシング事業 

  売上高は939,060千円となり、セグメント利益は24,551千円となりました。 

②Ｎ＆Ｓソリューション事業 

  売上高は110,442千円となり、セグメント損失は586千円となりました。 

③ビジネスソリューション事業 

  売上高は46,618千円となり、セグメント利益は1,279千円となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

   当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末より81百万円増加

し1,290百万円となりました。 

   当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果得られた資金は100百万円（前年同四半期は53百万円の収入）となりました。これは主に税引前四

半期純利益54百万円の計上、売上債権の減少10百万円、未払費用の増加13百万円、退職給付引当金の増加８百万円

によるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果使用した資金は１百万円（前年同四半期は103百万円の支出）となりました。これは主に無形固定

資産の取得による支出１百万円によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   財務活動の結果使用した資金は16百万円（前年同四半期は25百万円の支出）となりました。これは主に長期借入金

の返済による支出16百万円によるものであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第１四半期会計期間において、当社が対応すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

(4）研究開発活動 

   該当事項はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．提出日現在の発行数には、平成23年２月１日から当四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

    ２．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりませ

ん。 

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  224,496

計  224,496

種類 

第１四半期会計期
間末現在発行数 

(株) 
(平成22年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  56,628  56,628
大阪証券取引所 

JASDAQ（スタンダード） 
（注２） 

計  56,628  56,628 ― ― 
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旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年８月19日定時株主総会決議 

 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式の分割、併合を行う場合には次の算式により、新株予約権の目的たる株式数

を調整する。調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てる。 

また調整前行使価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合（商法等の一部を改正する法律（平

成13年法律第128号）第１条の規定による改正前の商法（以下「旧商法」という。）に基づき発行された新

株引受権付社債の新株引受権の行使又は転換社債の転換による場合、旧商法第280条ノ19に定める新株引受

権の行使による場合、新株予約権の行使による場合および当社の普通株式に転換できる証券の転換による場

合を除く。）には、次の算式により、１株当たりの行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は

これを切り捨てる。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 

(平成22年12月31日) 

新株予約権の数(個) 224 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 896 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 25,000(注) 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月21日 
至 平成24年８月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格および資本組入額(円) 

発行価格       25,000 
資本組入額     12,500 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の権利
行使時において、当社又は商法第211条ノ２に定める
当社の子会社、当社の親会社又は当社の親会社の子会
社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあ
ることを要する。 
但し、任期満了による退任、定年若しくは会社都合に
よる退任又は退職、業務上の疾病による退任又は退
職、その他正当な理由により退任又は退職する場合に
は、退任又は退職した日(同日が権利行使期間開始前
の場合には、権利行使期間開始日)から、３ヶ月間を
上限として、下記⑤に規定する新株予約権割当契約に
定めるところによる。 

② 新株予約権は、下記③の場合を除き、新株予約権の割
当てを受けた者に限り行使することができる。 

③ 新株予約権者が、権利行使期間満了のときまでに死亡
した場合には、その相続人は、新株予約権を行使する
ことができる。かかる相続人が新株予約権を行使する
ことができる期間その他の条件については、下記⑤に
規定する新株予約権割当契約に定めるところによる。 

④ 新株予約権者は、新株予約権の行使に係る払込価額の
年間(１月１日から12月31日)の合計額が1,200万円を
超過することとなる新株予約権の行使はできないもの
とする。 

⑤ その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新株予約
権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めると
ころによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率 
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    ２ 平成18年１月23日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で普通株式１株を４株とする株式分割を

行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」お

よび「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されており

ます。 

  該当事項ありません。  

  該当事項はありません。 

 大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
既発行普通株式数 ＋

新規発行普通株式数×１株当たり払込金額 

調整前行使価額 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日  
 ―  56,628  ―  863,500  ―  183,675

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  該当事項はありません。 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであり、それ

    以前は大阪証券取引所JASDAQにおけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとおりであり

ます。 

（１）退任役員 

  

（２）役職の異動 

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式    56,628  56,628 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数  56,628 ― ― 

総株主の議決権 ―  56,628 ― 

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
10月 

11月 12月 

最高（円）  28,000  26,100  46,100

最低（円）  22,000  23,200  25,500

３【役員の状況】

役 名 職 名 氏 名 退 任 年 月 日 

取 締 役 管 理 本 部 長 漆 崎 博 之 平 成 2 3 年 １ 月 3 1 日 

新 役 職 名 旧 役 職 名 氏 名 異 動 年 月 日 

取 締 役 管 理 本 部 長 取 締 役 香 田 史 朗 平 成 2 3 年 ２ 月 １ 日 
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および前第１四半期累計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平

成22年10月１日から平成22年12月31日まで）および当第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）および前第１四半期累計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期会計期間（平成22年10月１日か

ら平成22年12月31日まで）および当第１四半期累計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半

期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人とな

っております。  

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,290,710 1,209,071

受取手形及び売掛金 600,606 611,141

仕掛品 1,365 713

原材料及び貯蔵品 772 916

繰延税金資産 141,271 161,032

未収入金 6,586 5,993

その他 65,928 52,279

貸倒引当金 △2,477 △2,488

流動資産合計 2,104,763 2,038,660

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  1,322 ※1  1,418

工具、器具及び備品（純額） ※1  14,785 ※1  16,658

その他 2,100 －

有形固定資産合計 18,207 18,076

無形固定資産 42,120 41,130

投資その他の資産   

投資有価証券 0 0

破産更生債権等 4,893 5,007

敷金及び保証金 115,896 119,358

その他 51,029 51,178

貸倒引当金 △4,893 △5,007

投資その他の資産合計 166,926 170,537

固定資産合計 227,254 229,743

資産合計 2,332,018 2,268,404

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,614 19,812

1年内返済予定の長期借入金 33,320 49,988

未払金 25,410 27,181

未払費用 293,272 280,201

未払法人税等 3,836 10,349

未払消費税等 31,455 30,158

賞与引当金 100,245 115,393

その他 89,730 45,649

流動負債合計 598,884 578,734

固定負債   

退職給付引当金 274,098 266,024

その他 3,458 －

固定負債合計 277,556 266,024

負債合計 876,440 844,758
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 863,500 863,500

資本剰余金 340,456 340,456

利益剰余金 251,621 219,689

株主資本合計 1,455,577 1,423,646

純資産合計 1,455,577 1,423,646

負債純資産合計 2,332,018 2,268,404
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 1,093,657 1,096,121

売上原価 842,501 876,018

売上総利益 251,155 220,102

販売費及び一般管理費 ※1  201,662 ※1  194,857

営業利益 49,493 25,244

営業外収益   

受取利息 31 0

その他 607 585

営業外収益合計 638 586

営業外費用   

支払利息 816 296

その他 302 359

営業外費用合計 1,119 656

経常利益 49,012 25,174

特別利益   

受入助成金 49,898 14,311

事業構造改善費用等戻入益 － 36,665

その他 458 16

特別利益合計 50,357 50,992

特別損失   

固定資産除却損 43 －

特別退職金 45,222 －

雇用調整支出金 70,391 19,181

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,966

その他 84 －

特別損失合計 115,741 22,147

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △16,372 54,019

法人税、住民税及び事業税 2,043 2,066

法人税等調整額 － 20,021

法人税等合計 2,043 22,087

四半期純利益又は四半期純損失（△） △18,415 31,931
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△16,372 54,019

減価償却費 3,584 1,968

ソフトウエア償却費 3,072 3,388

貸倒引当金の増減額（△は減少） △458 △125

賞与引当金の増減額（△は減少） △88,041 △15,148

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,333 8,073

受取利息及び受取配当金 △31 △0

支払利息 816 296

固定資産除却損 43 －

売上債権の増減額（△は増加） 60,012 10,534

未収入金の増減額（△は増加） 150,920 △593

前受収益の増減額（△は減少） 2,707 △787

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,395 △507

仕入債務の増減額（△は減少） △677 1,801

未払金の増減額（△は減少） △46,124 △6,502

未払費用の増減額（△は減少） △62,235 13,070

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,899 1,297

その他 56,770 37,754

小計 71,158 108,541

利息及び配当金の受取額 31 0

利息の支払額 △763 △266

法人税等の支払額 △16,707 △8,131

営業活動によるキャッシュ・フロー 53,719 100,144

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △333 △497

無形固定資産の取得による支出 △3,604 △1,250

定期預金の預入による支出 △100,000 －

その他 － △90

投資活動によるキャッシュ・フロー △103,937 △1,837

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △25,008 △16,668

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,008 △16,668

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △75,226 81,638

現金及び現金同等物の期首残高 1,109,903 1,209,071

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,034,676 ※1  1,290,710
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該当事項ありません。 

  

   該当事項はありません。 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  

 当第１四半期会計期間 

（自 平成22年10月１日 

   至 平成22年12月31日）  

会計処理基準に関する事項の

変更 

 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準

第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これによる四半期財務諸表に与える影響は軽微であります。  

【表示方法の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期会計期間  

（自 平成22年10月１日  
 至 平成22年12月31日） 

固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を

期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年９月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 千円であり

ます。  

88,467 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 千円であり

ます。  

83,555

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。  

給料手当  78,288千円 

賞与引当金繰入 9,528  

教育研修費  2,364  

家賃地代  22,382  

支払手数料  16,928  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。  

給料手当  77,590千円 

賞与引当金繰入 12,092  

家賃地代  20,604  

支払手数料  17,015  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成21年12月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 1,134,676

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 1,034,676

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

（平成22年12月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 1,290,710

現金及び現金同等物 1,290,710

－　14　－



当第１四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22

年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          56,628株  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

金融商品の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

 有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は技術者派遣事業を主として、提供するサービスの特性と市場の類似性を考慮し、エンジニアアウト

ソーシング事業、Ｎ＆Ｓソリューション事業、ビジネスソリューション事業の３つを報告セグメントとして

おります。 

 エンジニアアウトソーシング事業は、半導体、電気電子、機械、情報、化学など、各分野の技術を身に付

けた当社社員（技術社員）が顧客企業からの研究開発業務へのニーズに応じて、派遣契約もしくは業務委託

契約により人材サービスを提供しております。 

 Ｎ＆Ｓソリューション事業は、ＩＴインフラのライフサイクルすべてにおいて、コンサルティングから設

計・構築、運用に至るまで、トータルなシステムソリューションの提供をしております。  

 ビジネスソリューション事業は、ＩＴ分野におけるオープン（汎用）系ソフトウェアやネットワーク、セ

キュリティ等の人材サービス事業ならびにオープン（汎用）系ソフトウェアの受託開発、販売事業を提供し

ております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

  当第１四半期累計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

（単位：千円）

（注１）セグメント利益又は損失（△）の合計金額は四半期損益計算書の営業利益と一致しておりま 

    す。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。  

  

（追加情報） 

 当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。  

  

該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

合  計  エンジニアアウトソ

ーシング事業 

Ｎ＆Ｓソリューショ

ン事業 

ビジネスソリューシ

ョン事業  

売上高         

外部顧客への売上高  939,060  110,442  46,618  1,096,121

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －

計  939,060  110,442  46,618  1,096,121

セグメント利益又は

損失（△） 
 24,551  △586  1,279  25,244

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度

末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前事業年度末 
（平成22年９月30日） 

１株当たり純資産額   円 銭25,704 21

   

１株当たり純資産額 円 銭25,140 32

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △325.20円 １株当たり四半期純利益金額 563.89円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額 
562.76円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失のため記載しておりません。 

  

  
前第１四半期累計期間 

（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額 
           

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円）  △18,415  31,931

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円） 
 △18,415  31,931

期中平均株式数（株）  56,628  56,628

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  ―  ―

普通株式増加数（株）  ―  114

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

           ―            ― 

（リース取引関係）

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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